
 
 
 
 

◆子ども・子育て関連法案 

 

子ども・子育て関連 3 法案が可決・成立 

参議院において 19 項目の附帯決議 

私立幼稚園に大きな配慮 

 

国会終盤の 8月 10日、社会保障と税の一体改革関連法案が、参議院特別委員会における

可決を経て、参議院本会議で採決が行なわれ、民主・自民・公明 3 党などの賛成多数で可

決・成立しました。これにより、子ども・子育て関連法案も成立し、今後、政省令の整備、

財政措置の詳細の検討等の段階へと進む見通しです。 

全日私幼連では、香川会長を先頭に関係方面に対する懸命な折衝を連日にわたって続け

てきました。その結果、情報特急便、私幼時報等ですでにお知らせしている通り、政府案

に対する衆議院での大幅な修正案が参議院で審議され、参議院の採決にあたって、19項目

の附帯決議が議決されました。 

特に、この附帯決議の内容は、全日私幼連が訴え続けてきた重要な課題にかかるものが

多く含まれています。◇施設型給付等については、幼保の公平性・整合性の確保を図ると

ともに、固定経費等に配慮し、定員規模や地域の状況など施設の状況を反映し得る機関補

助的な要素を加味する◇地方公共団体が行う需要把握や認可・認定について、国として指

針や基準を明確に示し、地方公共団体の運用の適性を確保する◇新たな幼保連携型認定こ

ども園の基準は、幼児期の学校教育・保育の質を確保し向上させるものとする◇新たな幼

保連携型認定こども園への移行の円滑化と支援◇幼児期の特別支援教育の充実◇安心こど
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も基金の期限の延長、要件の緩和、基金の拡充等を図り、現行の幼稚園型認定こども園の

認可外部分に安心こども基金が十分活用できるよう留意◇幼児教育・保育の無償化につい

て検討を加え、当面、幼児教育にかかる利用者負担の軽減に努める◇施設型給付等の利用

者負担は、幼保の整合性の確保に十分配慮する◇施設型給付を受けない幼稚園に対する私

学助成及び幼稚園就園奨励費補助の充実に努める◇財源については、今後の各年度の予算

編成において最大限の努力をする◇ワーク・ライフ・バランスの観点から国民の働き方の

見直しを行う――ことなどの趣旨が盛り込まれました。詳しくは、添付の附帯決議をご覧

ください。 

参議院における附帯決議は、今後も続く厳しい財政状況の中でも、政府がしっかりとし

た取り組みを行うことを強く求めたものであり、かねてから強力に主張してきた幼児教育

の充実・向上の重要性が、より一層明確にされたものとなりました。  

全日私幼連では、今後も引き続き、政省令の検討、財政支援の詳細の検討や予算編成に

至るまで、皆様のご協力をいただきながら、私立幼稚園が一丸となってあたっていけます

ことを願ってやみません。なお、今後の動向につきましては、引き続き、情報特急便や会

議等でいち早くお知らせできるよう努めてまいります。 

〔本号は、附帯決議を含めて 6枚〕 

 










